様式第１５　(第１５条関係)
番　　　号
年　　月　　日
　環　境　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
平成２７年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援事業）
平成　　年度事業報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援事業）について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援事業）交付規程第１５条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記

１　補助事業の名称
２　事業実施による二酸化炭素削減効果について
（１）平成　　年度二酸化炭素削減量（実績）
　　　

（２）実績報告書における二酸化炭素削減量に達しなかった場合の原因
（（物流の低炭素化促進事業[鉄道を活用した物流の低炭素化促進事業]）のみ記載）

３　稼働実績報告書

　　　別添のとおり

注１　補助事業の名称は、別表第１第１欄の事業名を記載すること。
２　２の（１）は、補助事業の実施による本報告の対象とする期間における二酸化炭素の削減量について、算定方法及び算定根拠と併せて記載すること。また、当該年度の光熱水量のデータ等、算定根拠として使用した具体的資料を添付すること。
３　２の（２）は、２の（１）の二酸化炭素削減量（実績）が、実績報告書に記載した二酸化炭素削減量に達しなかった場合に、その原因を分析し、その結果を詳細かつ具体的に記載すること（実績報告書に記載した二酸化炭素削減量に達した場合は、記載を要しない。）。

４　３の「稼働実績報告書」は、（物流の低炭素化促進事業[鉄道を活用した物流の低炭素化促進事業］）のみを対象とし、本報告書に（別添）を添付すること。
５　規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。
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